
平
成
24
年
度
上
半
期

財
政
状
況
の
公
表

特別会計の状況
区　分 予算現額 収入済額（執行率） 支出済額（執行率）

国民健康保険特別会計 17億5,141万円 8億7,630万円 50.0％ 7億9,279万円 45.3％

後期高齢者医療特別会計 1億7,867万円 3,849万円 21.5％ 3,670万円 20.5％

介護保険特別会計 16億3,347万円 7億9,465万円 48.6％ 6億4,855万円 39.7％

宅地造成事業特別会計 5,913万円 706万円 11.9％ 846万円 14.3％

公共下水道事業特別会計 12億6,211万円 4,370万円 3.5％ 3億7,191万円 29.5％

工場団地造成事業特別会計 6,212万円 37万円 0.6％ 23万円 0.4％

農業集落排水事業特別会計 1億1,860万円 1,484万円 12.5％ 3,882万円 32.7％

営農飲雑用水事業特別会計 2,098万円 610万円 29.1％ 525万円 25.0％

合　　　　計 50億8,650万円 17億8,152万円 35.0％ 19億272万円 37.4％

病院事業会計

区 分 予算額 執行済額

収益的収入 11億6,035万円 6億2,973万円

収益的支出 12億4,960万円 5億2,848万円

資本的収入 6,361万円 0万円

資本的支出 1億42万円 4,079万円

水道事業会計

区 分 予算額 執行済額

収益的収入 3億6,208万円 1億7,213万円

収益的支出 3億2,371万円 6,482万円

資本的収入 1億1,334万円 0万円

資本的支出 2億7,073万円 1億4,427万円

企業会計
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（
平
成
24
年
９
月
30
日
現
在
）

住
促
進
住
宅
建
設
費
７
３
４
２
万
円
な

ど
も
予
算
化
し
ま
し
た
。
な
お
、
必
要

な
財
源
に
つ
い
て
は
、
放
射
線
量
低
減

対
策
特
別
緊
急
事
業
費
補
助
金
を
は
じ

め
と
し
た
国
県
支
出
金
16
億
２
４
５
４

万
円
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
２
億
８

５
２
１
万
円
、
毎
年
決
算
に
よ
る
差
益

の
一
部
を
積
み
立
て
て
い
る
財
政
調
整

基
金
か
ら
の
繰
入
金
１
５
４
３
万
円
な

ど
に
よ
り
賄
っ
て
い
ま
す
。

　

９
月
補
正
後
の
歳
出
予
算
を
目
的
別

に
み
る
と
、
民
生
費
が
最
も
多
く
22
億

８
５
４
９
万
円
で
歳
出
予
算
全
体
の

21
・
４
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
介
護
保

険
や
障
害
者
福
祉
費
な
ど
の
社
会
保
障

関
係
経
費
が
引
き
続
き
増
加
傾
向
に
あ

る
こ
と
や
高
齢
者
生
産
活
動
セ
ン
タ
ー

建
設
経
費
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。
次

い
で
消
防
費
が
19
億
３
５
１
万
円
で
17

・
８
％
、
総
務
費
が
11
億
６
７
７
７
万

円
で
10
・
９
％
を
占
め
て
い
ま
す
。以

下
、
災
害
復
旧
費
11
億
３
８
０
５
万
円

（
10
・
６
％
）、土
木
費
10
億
９
０
８
１
万

円（
10
・
２
％
）、公
債
費
９
億
６
２
９
４

万
円（
９
・
０
％
）、衛
生
費
７
億
41
万
円

（
６
・
６
％
）と
な
っ
て
い
ま
す
。性
質
別

で
は
、人
件
費
・
扶
助
費
・
公
債
費
の

合
計
で
あ
る
義
務
的
経
費
の
構
成
比
は

28
・
９
％
で
、
こ
れ
に
対
し
普
通
建
設

事
業
費
や
災
害
復
旧
費
の
投
資
的
経
費

〔
一
般
会
計
〕

　

一
般
会
計
は
、
当
初
予
算
86
億
６
１

０
０
万
円
に
対
し
９
月
末
ま
で
に
６
回

の
補
正
を
行
い
、
20
億
３
０
１
２
万
円

を
追
加
し
、
総
額
で
１
０
６
億
９
１
１

２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
予
算
額

は
、
丸
森
町
の
人
口
１
人
当
た
り
約

69
万
６
千
円
に
な
り
ま
す
。

　

本
年
度
の
当
初
予
算
で
は
、
東
日
本

大
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
道
路
や
下
水

道
な
ど
の
復
旧
事
業
費
や
高
齢
者
生
産

活
動
セ
ン
タ
ー
建
設
費
を
計
上
す
る
と

と
も
に
、
町
道
大
内
不
動
線
や
五
福
谷

北
山
線
な
ど
の
町
道
改
良
事
業
費
の
ほ

か
、
新
中
学
校
学
力
向
上
を
目
指
し
た

特
別
セ
ミ
ナ
ー
開
催
経
費
や
中
山
間
地

域
等
直
接
支
払
交
付
金
事
業
費
、
角
田

消
防
署
丸
森
出
張
所
建
替
え
の
た
め
の

用
地
取
得
費
等
を
計
上
い
た
し
ま
し

た
。

　

当
初
予
算
に
加
え
て
補
正
予
算
で
計

上
し
た
事
業
の
中
で
特
に
大
き
な
も
の

は
、
原
発
事
故
対
策
経
費
で
、
そ
の
内

容
は
除
染
に
係
る
委
託
費
、
仮
置
場
の

造
成
工
事
費
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ

ム
構
築
費
な
ど
で
15
億
８
８
９
１
万
円

と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
子
育
て

支
援
を
目
的
に
設
置
さ
れ
た
「
丸
森
町

子
育
て
支
援
対
策
推
進
基
金
」
へ
の
積

立
金
２
億
円
や
若
者
を
対
象
と
し
た
定

※収入の不足額は、損益勘定留保資金などで
補てんしています。

町
の
財
政
状
況
の
公
表
は
、
６
月
と
12
月
の
２
回
行
っ
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
平
成
24
年
度
上
半
期
（
平
成
24
年
４
月
〜
９
月
）
の
予
算
執
行

状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

の
割
合
は
21
・
８
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

な
お
、
９
月
末
現
在
の
支
出
済
総

額
（
前
年
度
繰
越
明
許
費
を
除
く
）

は
30
億
７
１
１
９
万
円
で
、
執
行
率

（
予
算
額
と
支
出
済
額
の
割
合
）
は

28
・
７
％
で
す
。

　

歳
入
予
算
で
９
月
補
正
後
の
状
況

を
主
な
項
目
ご
と
に
み
る
と
、
地
方

交
付
税
が
39
億
３
６
０
０
万
円
で
全

体
の
36
・
８
％
を
占
め
、
本
町
の
一

般
会
計
に
お
け
る
最
大
の
財
源
で
あ

る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。
次
い
で

国
庫
支
出
金
29
億
３
２
０
万
円
（
27

・
２
％
）、
町
税
11
億
５
８
２
９
万

円
（
10
・
８
％
）
、
町
債
８
億
４
３

７
７
万
円
（
７
・
９
％
）、
県
支
出
金

５
億
７
６
４
４
万
円
（
５
・
４
％
）

な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
を
自

主
・
依
存
財
源
別
に
み
る
と
、
自
主

財
源
20
・
０
％
に
対
し
て
依
存
財
源

は
80
・
０
％
と
高
い
割
合
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

歳
入
の
９
月
末
現
在
の
収
入
済

総
額
は
、
42
億
２
２
３
万
円
で

執
行
率
は
、
39
・
３
％
で
す
。
こ

の
う
ち
、
町
税
の
収
入
済
額
は

７
億
１
３
０
０
万
円
で
、
執
行
率

61
・
６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

〔
特
別
会
計
〕

　

各
種
特
別
会
計
の
予
算
現
額
、
執

行
状
況
に
つ
い
て
は
別
表
の
と
お
り

で
す
。
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